
■ 当資料は、日興アセットマネジメントが市況等についてお伝えすることを目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資

料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解は当資料作成
時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。■投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産に
は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。
投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご
覧ください。
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株式市場では、「マルチメディア」など、特定のテーマの関連銘柄が注目を集める局面がこれまで幾度となく

あり、そうしたテーマが現実のものとなると収益増加が「期待」される銘柄が人気を集める傾向にあります。た

だ、そのテーマの収益化は先のことであり、実現しないこともしばしばあります。

一方で、デジタル化の進展や生産性重視の経営などの社会変化はゆっくりではあるものの着実に進行し、気

が付けば産業構造に大きな変化をもたらしていたケースがたびたび見られます。こうした産業構造の変化を早

期に捉え、投資対象を遂次変更できるならば、高い投資収益が期待できますが、それは決して容易なものでは

ありません。

しかしながら、世界経済（世界株式）といった大きな視点から見た場合、産業構造の変化によって収益を増加

させる企業や規模を拡大させる業種があり、その存在感の高まりを認識することは可能であると考えられます。

実際に下のグラフにある、世界の先進国株式で構成される指数の業種別シェアの推移を見ると、サブプライ

ム・ローン問題やリーマン・ショックを境に、シェアを落としその後も伸び悩んでいる「金融」や、情報通信のイン

フラ産業である「電気通信サービス」が徐々に減少し、ソフトウェアに代表される「情報技術」のシェアが近年で

は拡大していることなどが分かります。こうした産業構造の変化は指数構成比の上位銘柄の変遷（左下表）で

も明らかであり、現在（2017年12月末）の上位銘柄は2002年12月末の上位銘柄と大きく異なります。

このように、株式市場はその時々の産業構造の変化を織り込む傾向がありますので、株式市場全体に長期

で投資を行なうことは、産業構造の変化を半ば自動的に取り込むことに繋がると考えられ、意義があると言え

そうです。
世界の先進国株式指数*の上位銘柄、主要業種別シェアの変遷

※信頼できると判断した情報をもとに日興アセットマネジメントが作成
※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

経済の変化を織り込む株式市場
～ある意味、産業構造の変化に自動対応～

（2002年12月末～2017年12月末）

【指数構成比の上位7銘柄】
＊MSCIワールド指数
（GICSの業種分類）

「一般消費財」「ヘルスケア」「資本財サービス」
「素材」「公益事業」は掲載していません。
また「不動産」は金融に含めています。

1 ゼネラル・エレクトロニクス
2 エクソン・モービル
3 マイクロソフト
4 ファイザー
5 シティグループ
6 ジョンソン＆ジョンソン
7 BP

2002年12月末

1 アップル
2 マイクロソフト
3 アマゾン
4 フェイスブック
5 JPモルガン・チェース
6 ジョンソン＆ジョンソン
7 エクソン・モービル

2017年12月末

※ 上記銘柄について、売買を推奨するもの
でも、将来の価格の上昇または下落を示
唆するものでもありません。また、当社
ファンドにおける保有・非保有および将
来の銘柄の組入れまたは売却を示唆・
保証するものでもありません。
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